


第１号様式　別紙

[bookmark: _Hlk135301386]業務用建物脱炭素化設計支援事業補助金　事業概要書

１　事業実施者等に関する事項
	申請者情報
	担当者名
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	

	建築物の概要
	名称
	

	
	建設場所
	〒


	
	工事の種類
	□新築　　　　□増改築　　　　□既存改修

	
	構造
	　　　　　　　　造

	
	高さ（階数）
	ｍ（地上　　　階・地下　　　階）

	
	延床面積
	　　　　　　　　㎡

	
	主要用途
	

	BELS取得ランク
※該当項目に☑
	□『ZEB』　　□Nearly ZEB　　□ZEB Ready　　□ZEB Oriented
□『ZEH-M』　□Nearly ZEH-M　□ZEH-M Ready　□ZEH-M Oriented

	申請額
	補助対象経費
	①　　　　　　　　　円（税抜き）
	①÷２＝②
（千円未満切り捨て）

	
	経費の１／２
	②　　　　　　　　　円
	

	
	補助金
交付申請額
	　　　　　　　　　　円
	・延床面積が300㎡以上2,000㎡未満の場合
⇒ ②又は150万円のうち小さい額
・延床面積が2,000㎡以上の場合
⇒ ②又は300万円のうち小さい額
※ ZEB、ZEH-M複合建築物の場合は合算

	設計を行った
建築士事務所等
	名称（担当者名）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

	
	住所
	〒


	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	



２　役員等名簿	
	番号
	商号又は名称
（半角ｶﾀｶﾅ）
	商号又は名称
（漢字）
	氏　名
（半角ｶﾀｶﾅ）
	氏　名
（漢字）
	生年月日
	性別
(M･F)
	住　所
	職　名

	
	
	
	
	
	元号
MTSH
	年
	月
	日
	
	
	

	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



　現在における（　私　・　当法人（団体）　）の役員等名簿に相違ありません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（法人その他の団体にあっては主たる事務所の所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（法人その他の団体にあっては名称及び代表者の氏名）


役員等名簿には、補助を受けようとする事業を行う者が
・個人である場合は本人を記載すること。
・法人その他の団体である場合は、その役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役もしくはこれらに準ずる者、相談役、顧問その他の実質的に当該団体の経営に関与している者又は当該団体の業務に係る契約を締結する権限を有する者をいう。）を記載すること。
ただし、当該団体の業務に係る契約を締結する権限を有する者については、本件補助の申請に関する権限又は補助事業の執行に関する契約を締結する権限を委任されている者を除き省略することができる。
